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1．研究の 目的と背景

　韓国 放送通 信委員会
1
に よ る と、韓国で は、2012年4

月 末 時点 で携帯電話加入 者 に 占め るス マ
ートフ ォ ン の

割合 が 約 53％ に あ た る2660万 件 を超 えた。総務省
2
に

よ る と、日本 は 2011 年 末 時点 で ス マ
ー

ト フ ォ ン 普及 台

数 は2330万 台、携帯電話加 入 者 に 占め るス マ
ートフ ォ

ン の 割 合23％ で あ る。ス マ
ー

トフ ォ ン （iPhone） が 発

売 さ れ た の は、日本2008年7月 、韓 国 2009年 11月 で あ

るため、韓国が 日本 よ りス マ
ートフ ォ ン の 普及 速度が

断然速 い こ とが わ か る。
　ス マ

ートフ ォ ン の 普及 率 の 高さか ら、韓国で は ス マ

ー
トフ ォ ン

・タ ブ レ ッ トPC な ど の 常 に モ バ イ ル イ ン

タ
ー

ネ ッ トに つ な が っ て い る個人 端 末 が 生 活 の 中心 に

な る 「ス マ
ート化」 が 注 目 され て い る。国 家情報化政

策も 「ス マ
ートコ リア 推進 戦略」 、　 「ク ラ ウ ドコ ン ピ

ュ
ー

テ ィ ン グ 基盤 ス マ
ー トワ

ークセ ン ター構 築」 、
「ス マ

ートガ バ メ ン ト構 築」 な ど 「ス マ
ー

ト」 とい う

文字 を 強調す る よ うに な っ た。

　さらに 、韓国の 各省庁 と 自治 体 は ス マ
ー

ト フ ォ ン と

ソ
ー

シ ャ ル ネ ッ トワ
ークサ イ トを利用 し て 情報を発信

し、国民の 意見 を募集して 政策 に反 映 し ようと し て い

る。ス マ
ートフ ォ ン は個 人 が 常 に イ ン ターネ ッ トに っ

なが っ て い る よ うに した。ソ
ーシ ャ ル ネ ッ トワ

ー
ク サ

イ トは知 人 とっ な が るた め に使 わ れ る コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ

1
放送通信 委員 会、『無 線通信サ

ー
ビス 加入 者現 況 2012．4』、

pp2 、2012 年 5月 18 日

！
総務省、『ス マ

ー
トフ ォ ン を経 由 した 利用者情 報の 取扱 い

に 関す る WG 中間取 りま とめ の 概要』、pp2、2012年 4 月

11 日

ヨ ン ツ
ー

ル の た め、住民 登 録 番 号 とい う国 民総背番号

制 に よる本人確認を しな くて も、あ る程 度個 人 を特定

で き る 。
ソーシ ャ ル ネ ッ トワ

ーク サ イ トに書 き 込 ま れ

る内 容 を分 析 す る こ と で 、行政機関は 国民 の 意見 を よ

り把 握 しや す くな っ て い る。そ の た め、社会的課 題 の

処 理 速度 が ス マ ートフ ォ ン 普及 前に 比 べ 早 くな っ た 事

例 が 増 え て い る。
　 こ れ と似 た行政サー

ビ ス と して 、日本 で は総 務 省 が

2005年 よ り 「地 域 SNS 」 事 業 を行 っ て い る。特 定地 域

を対 象 と し た、顔 の 見 え る 地域 活 性化 の ツ
ー

ル とし て

機能す る こ とが 期待 され た が、地 域住民 が積極的に 参

加 し、地 域社 会 の 活 性 化 に何 らか の 効 果 を も た ら し て

い る 地域 SNS は そ れ ほ ど多くは な い と言 われ て い る
1
。

　 日本 で もス マ
ートフ ォ ン の 普 及 に 伴 い 、ソーシ ャ ル

イ ノ ベ ー
シ ョ ン が 注 目され て い る もの の 、詳 細な活 動

を 比 べ る と韓国の よ うに イ ン パ ク トの あ る動きは 見 ら

れな い。ス マ
ートフ ォ ン の 普 及 率の 差 が大きい こ とに

原因 が あ る の で は な い か。

　本稿 で は、ソ
ーシ ャ ル イ ノ

ベ ー
シ ョ ン を 「ス マ

ート

フ ォ ン と ソーシ ャ ル ネ ッ トワ
ー

ク サイ トを経由 し て 社

会 的 課 題 を解 決 し よ う とす る こ と 」 と 定義す る。大 室

（2007）は 、ソ
ー

シ ャ ル イ ノ ベ ーシ ョ ン を社会的価値 と

経済的価値 を 両立 す るイ ノベ ーシ ョ ン で ある必 要が あ

る と強 調 し た。ソ
ーシ ャ ル イ ノ ベ ーシ ョ ン は 、今 問 わ

れ て い る社 会 的 課 題 を解決す る た め、意識変化や新 し

い 社 会 的価 値 を創造す る こ とで あ るが 、社会的価値 は

必 ず 経 済 的価 値 も問 わ れ る た め 、費用 対 効果 が 常 に 重

3
総 務省 『2010年度情 報通 信 白書』 第 1 部第 1 章　ICT に よ

る地 域 の 活 性 化 と絆 の 再 生
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要 で あ る 。

　 ス マ
ー

トフ ォ ン の 普 及 が もた ら し た ソ
ー

シ ャ ル イ ノ
ベ ー

シ ョ ン は、情報 が 政府 か ら国 民へ流れ るの で は な

く、行政情報 を公 開 して 透明な 行政仕組 み を作 る とい

う社会的価値 と、通 信 費以外 の 費用をか け ず多様 な ス

テ
ー

ク ホ ル ダーが 意見を 交換で きる経済的価値の 両 方

を持 っ て い る。こ の よ うな理由か ら、ソ
ー

シ ャ ル イ ノ

ベ ー
シ ョ ン は ス マ

ー
トフ ォ ン が 普及 す れ ば す る ほ ど、

国家戦略に お い て 重要な位置を占め る も の と考 え られ

る。ス マ
ートフ ォ ン の 普及 率の 差 が ソー

シ ャ ル ネ ッ ト

ワ
ーク サ イ トの 利用 の 差 異 を 生 じ させ 、日韓の ソ

ー
シ

ャ ル イ ノ ベ ー
シ ョ ン の イ ン パ ク トに も影 響 を 与 えて い

る の で は な い だ ろ うか。

　本 稿 で は、日 韓 で ス マ
ー

ト フ ォ ン 普 及 差 異の 原因 を

モ バ イ ル イ ン ター
ネ ッ ト利用、ICT が 経済 に及 ぼす 影

響 の 面 か ら分析 し、普及 差に よ る社会的 ・
経済的影響

と し て 、日 韓の ソ
ー

シ ャ ル イ ノベ ー
シ ョ ン の 事例を比

較分析す る。

2 ．日韓の ス マ
ー トフ ォ ン 普及差異原 因分析

（D モ バ イ ル イ ン ターネ ッ ト利 用 実態普 及 の 違 い

前 出の 通 り、携帯電話加入 者 に 占め る ス マ
ートフ ォ ン

の 割合は韓国が 2012 年 4 月 末 時点 で約 53％、日 本 は

2011 年末時点 で 23％ と 2倍 以 上 差 が あ る。

　日本 の ス マ
ートフ ォ ン の 出荷台数 は 、ICD　Iapan の

調 査 に よ る と、2011 年 7 月 か ら 9 月まで の 間 前年 同

期 比 243％ 増 の 530 万 台 に達 し、全 携帯電話 出 荷台 数

に 対す る ス マ
ー

トフ ォ ン 出荷 台数 の 比 率 は 、2010 年 7

月 か ら 9 月 ま で が 17．9％、2011年 1月 か ら 3 月 ま で が

44．9％、2011年 7 月 か ら 9月 ま で 50 ％ に 上 昇 して い る。
ス マ

ートフ ォ ン の 出荷台数 は 2012 年 2，870 万 台 に ま

で 拡 大 し、2015年 に は 3，403 万 台 に達す る と予 測 され

て い る
4
。

　MM 総研 の 調査に よる と、日本 の ス マ
ートフ ォ ン 契

約数 は 2011 年 3 月 末 955万 件、携 帯 電 話 総 契 約 数 1
億 912 万 件に 対 す る ス マ ートフ ォ ン 契約 比 率 は 8．8％
とな っ た。2012 年 3 月 末に は ス マ

ー
トフ ォ ン の 契 約

数 は 2，598 万 件、携帯電話 に 占め る割合 は 23．1％、
2013 年 3 月 末 に は 同 じ く 3，913 万 件 と 33．9％、2014
年 3 月 末 に は 5，124万 件 と 43．4％、2015 年 3 月 末に は

6，137 万 件 と 50．9％ に な る と予 測されて い る
5。

　韓 国 の 場 合、ス マ
ートフ ォ ン の 普及 速度 が 日本 よ り

圧 倒 的 に早 い、
　放 送 通 信委員会に よ る と、2009年 11月 iPhone発 売

を き っ か け に ス マ
ー

ト フ ォ ン が 普及 す る よ うに な っ た

韓 国 で は、ス マ
ートフ ォ ン 契約数 が 2011 年 11 月 47

万 件 か ら 2011 年 3 月 に は 1000 万 件、2011 年 10月 に

は 2000 万 件 を突破 した。携帯 電 話加 入 者 と人 口 が ほ

4DC
　Japan　2011．12．27 「国内モ バ イ ル デバ イス 市場 2011 年 第

3四 半期 の 実績と予測 」

http二〃www ．idcjapan．co．jpfPresstCurrenti20111227Apr．html
5MM

総研 2011．7．7 「ス マ
ー

トフ ォ ン 市場規模 の 推移 ・予
測」

http：〃www ．m2ri ．jp！newsreleases ／main ．php ？id＝OIO120110707500

ぼ 同 じなの で 、人 口 5000 万 人 の 中で 40％ が ス マ
ー

ト

フ ォ ン を 使 っ て い る とい うこ と に な り、経 済 人 口

2500 万 人 の ほ とん ど が利用 し て い る と い え る。
　 日本 は 2014 年 に 携帯電話加 入者 に 占め る ス マ

ート

フ ォ ン の 割合が 40％を超え る と見 込 ま れ て い る 中、
韓国 は す で に 2011 年 10月 時点で 40％ を超 えて い る。
日 本 は 2008 年 7 月 に ス マ

ー
トフ ォ ン が 発 売 され て い

るの で 5年所 要 す るが 、韓国は 2009年 ll月 に 発売さ

れ て い る の で 2 年 しか か か ら な か っ た。
　そ の 理 由 と して モ バ イ ル イ ン ターネ ッ トの 利用差が

あ る。日韓 の 移 動 通 信 事 業 者 は 端 末製造者 と コ ン テ ン

ツ プ ロ バ イ ダ
ー、ユ ーザーの 間 に 入 り、端 末 、ネ ッ ト

ワ
ー

ク、コ ン テ ン ツ 、料金 回収 に 至 る ま で すべ て を 垂

直統合 （walled 　gardcn）で 管理 して い る 。 1999年、日

本 は NTTDocomo の 「i・mode 」 、韓 国 は SK 　Telecom の

「Nate」 とい う名前 で 携帯 電 話 か らイ ン ター
ネ ッ トに

ア ク セ ス で き る サービ ス を始 め た。日本で は移動通信

事業者が プ ラ ッ トフ ォ
ーム 事 業 者 とな り、他 の コ ン テ

ン ツ プ ロ バ イ ダ
ー

が 自由 に プ ラ ッ トフ ォ
ー

ム に 参加 で

き る よ うに した こ とで、ユ ーザーは携帯電話か ら公 式

サ イ トだ け で な く非公 式 サ イ トに も 自 由 にア クセ ス で

きた。しか し韓 国 で は、移 動 通 信 事 業者が 自社 の 子 会

社 の 公 式サ イ トだ け利 用 で きる よ うに、ネ ッ トワ
ー

ク

を 閉 鎖 的 に運 営 して きた。
　放 送 通 信委員会 の 2011 年 度 『モ バ イ ル イ ン ターネ

ッ ト利用実態調査』 に よ る と、韓 国 で は 2011 年 に初

め て モ バ イ ル イ ン タ
ー

ネ ッ ト利 用 率 が 60％ を超 え た 。

総 務省 情 報 通 信 白書 に よ る と、日本 の 場 合、2003 年

に は モ バ イ ル イ ン ターネ ッ ト利用率 が 58％ を超 え て

い て 、2005 年 か ら は 固 定 通 信 よ り もモ バ イ ル か らイ

ン タ
ー

ネ ッ トに ア クセ ス す る人 の 方 が 多 くな っ て い る。
2010 年末時点で 携帯電 話 加入 者 の 833 ％ が イ ン ター

ネ ッ トに 接続 し て い る。

　韓国の モ バ イル イ ン ターネ ッ ト利 用 率が 日本 よ りだ

い ぶ低 い 理 由 は携 帯 電 話 か ら 自 由 に イ ン ター
ネ ッ トに

ア ク セ ス で き な か っ た こ と、定 額 料 金 制 で は な か っ た

こ とをあげ られ る。移 動 通 信事 業 者 は ス マ
ートフ ォ ン

以 外 の 携帯電話端末 （フ ィ
ーチ ャ

ー
フ ォ ン ）か らは 通

信事 業者 の 公 式サ イ ト以 外 の WEB サ イ トに ア クセ ス

で きな い よ うに し、ネ ッ トワ
ー

ク を閉 鎖的に 運 営 して

い た の が 原因とみ られ る。
　 ス マ

ートフ ォ ン が 登 場 し て か ら、韓 国 人 は 初 め て 個

人 が移動 し なが らもイ ン タ
ー

ネ ッ トに 自由 に ア クセ ス

で きる よ うに な っ た。ネ ッ トワーク利 用 料 も重 量 制か

ら 定 額制 に な っ た 。Wi −Fi や 4 世 代 ネ ッ トワ
ーク に よ

り通信速度が 速くなっ たため、リア ル タ イ ム で 位 置情
報や 個人情報 と組み 合わせ た 多様な コ ン テ ン ツ を利 用

で き る よ うに な っ た。コ ン テ ン ツ を提供 で き る場 所 が

公 式 サ イ トか らア ブ リケー
シ ョ ン マ

ー
ケ ッ トへ拡大 さ

れ 、料 金 回 収手 数料も下が っ た。ア プ リケ
ー

シ ョ ン マ

ー
ケ ッ トか らは 全 世 界 の デ ベ ロ ッ パ ーが 開発 し た 数万

件 の ア プ リケー
シ ョ ン を 無料ま た は 手軽な値段 で 利用

で きる た め利用で きる コ ン テ ン ツ が 豊富に 手 に 入 る よ

うに な っ た。
　 固 定 通 信 で は 国民 ID で あ る 住民登録番号を使 っ た
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本 人確 認 を し な い とネ ッ トサ ービ ス を利用 で きなか っ

たが、モ バ イル イ ン ターネ ッ トで は本 人確認 が い らず

匿名 で も利用 で き る よ うに な っ た。

（2）ICT が 経済に 及 ぼす 影響力 の 違 い

　総務省 の ICT 国際競争力 指標
6
に よ る と、イ ン ター

ネ ッ トが 世界経済成 長 及 び イ ノベ ーシ ョ ン の 推進 力 と

な っ て い る こ とは 世界 の 共 通 認 識 で ある。し か し、携

帯 電 話 、ノ
ー

ト PC 、テ レ ビ い ず れ も、日本 の 輸出額

は ほ と ん ど な い 。2009 年 の イ ン ターネ ッ ト産 業 の

GDP に 占め る 割合は 、世 界 平 均 が 0，8％〜6．3％で 、日

本 は 4．0％、韓国 は 4．6％ で あ る。イ ン タ
ー

ネ ッ ト産業

の GDP 成長 に 対す る 寄 与 は 、日本 は 0％、韓国 は

16％ と 大きな 差異が あ る。
　韓国 は携帯電話端 末 、半 導体、デ ィ ス プ レ イが 3 台

輸出品 目で あ り、日本 の 経 済 産 業省 に該 当す る 知 識 経

済部 に よ る
1
と、2011 年 1月 か ら 11月まで の 韓国 の ス

マ
ートフ ォ ン 輸出額は 114 億 3000 万 ドル で、2010 年

に 比 べ 96，2％ 増加 し た。韓国 の IT 産 業 全体の 輸出は

1569 億 7000 万 ドル 、輸入 は 815 億 2000 万 ドル で あ

っ た。韓国 の IT 貿易収支 は 全 産 業 の 貿 易 収 支 黒 字

333 億 ドル よ り も 2，3倍 高 い 754億 5000万 ドル だ っ た。

韓国 の 携帯電話 とス マ
ートフ ォ ン は 世界市場 シ ェ ア 1

位 とな っ て い る。2012 年もス マ ートフ ォ ン 、ス マ
ー

ト TV とい っ た ス マ
ートデ バ イ ス の 輸出 増加 に よ り、

IT産 業 の 輸 出 は増加す る もの と見 込 ま れ て い る
7
。

　 さ ら に、総務省 の ICT 国際競争力指標 に よ る と、

ICT の イ ン フ ラ及 び 利 活 用 に 関す る 30 か 国 国 際 比 較

で は、1CT の 総 合進 展 度に お い て 韓国が 60．6 ポイ ン ト

で 1位、日本 は 57．8 ポ イ ン トで 3 位 とな っ て い る。

ICT 利活 用 総合 の 面 で は 韓国が 62．7 ポ イ ン トで 1位 、

日本 は 50，8 ポ イ ン トで 18位 で あ る。政府 の ICT 利 活

用 の 面 で は 韓国が 66・0 ポ イ ン トで 1位、日本 は 45．6
ポ イ ン トで 23 位 で あ る。固定ネ ッ トの 普 及 は韓 国 が

63．9 ポ イ ン トで 1位、日 本は 55，4 ポイ ン トで 12位 で

あ る。
　 ス マ ートフ ォ ン か ら利 用 す る決 済、コ マ

ース 、ソー

シ ャ ル メ デ ィ ア 、位置情報、拡 張 現 実 （Augmented

Rcality）、広告、ヘ ル ス ケ ア 、教育な ど の ア プ リケ
ー

シ ョ ン 市場が 新 し い 産 業 と して 登 場 した。

　ICT 産業が 経済 に 及 ぼす 影 響 が 大きい 韓国で は 、ス

マ
ー

トフ ォ ン とス マ
ートフ ォ ン を 使 っ た 新 し い ビ ジ ネ

ス で あ る ソ
ー

シ ャル メデ ィ ア を 育成 して、持続的な 経

済 発 展 を 成 し遂げ よ うと し て い る。そ の た め に政府の

情報 化 政策や生活全般 にお い て ス マ
ートフ ォ ン が 注 目

され 、ス マ
ー

トフ ォ ン の 普及 が もた らす 生 活 の 変化、
ソ
ー

シ ャ ル イ ノ ベ ー
シ ョ ン に敏 感 に な っ て い る と思わ

れ る。

6
総務省 2011．7．20平成 23年版 ICT国 際競争力指標 の 公 表

　http：〃www ．soumu ．go．jplmenu＿ncwsls −

　 news ／01tsushinO201000016，html
7
知識経 済部報道資料 2012．1．5 「2011年 rT輸出、2 年連続 市

場 最大 実 績 記 録 」

　http：〃www ．rnke ．go．kr！news ！coverageibodoView ．jsp？seq ＝・71571

＆pageNo
＝1＆ srchType ＝1＆srchWord ＝rr＆pCtx

日1

3 ．日韓の ス マ ー トフ ォ ン 普 及差異 に よ る影 響

　 一行政機 関 の ソーシ ャ ル イノ ベ ーシ ョ ン

　 ス マ
ートフ ォ ン の 登 場 後、日韓 で ス マ

ートフ ォ ン を

媒介 に した 政府機関の 情報 発 信が増 えて い る。韓国で

は ス マ
ートフ ォ ン か ら利 用 す る ソ

ー
シ ャ ル ネ ッ トワ

ー

ク サ イ トが 選挙運 動 の 方式 を変え、公務員 の 仕事の 方

式を変えた ほ ど影響 力 を持 ち始 め た。政府機関の ソ
ー

シ ャ ル ネ ッ トワ
ーク サ イ トの 活 用 も 中央省庁を中心 に

組 織的で 積極 的 で あ る。
　韓国 は 2002年 10月、世 界 で初 め て 393 種 の 行政書

類をネ ッ トか ら申 請 ・閲 覧 ・発 給 で き る電子 政府 サ イ

ト 「www ．egov ．go．kr」 をオ ープ ン し た。行政情報 を 1

カ 所 で 管理、414 の 行 政 機 関 が共 同 利用す る電子政府

を通 じ て 行政機 関の 業 務 プ ロ セ ス を 改善 し、国民 の 知

る権利を保障、行政 へ の 参 加 手段 を 多様化す る とい う

目的か ら始まっ た。例 え ばパ ス ポートを 申請す る 際 に、

住 民 票 や写 真 とい っ た 添 付 書類 が い ら な くな っ た。身

分 証 を見 せ る だ け で 行政機関の ネ ッ トワ
ーク が つ なが

り、必 要 な書類を電子 政府サ イ トで 確認 で き る か らだ。

書類 の 申請や発給に 所要 され る 時 間 も大 幅 に短 縮 され

た。
　OECD と ITU 、国連 が 選 定 す る電 子 政府評価 で も

2010 年 2月 、2012 年 2 月 に 192 力 国 の 中 か ら 1位 に

選 ば れ た。電 子 政府発 展イ ン デ ッ ク ス 、オ ン ラ イ ン 参

加 イ ン デ ッ ク ス の 両 方 で 1位 となっ た。モ バ イ ル 電 子

政府選定で も 2011年 11月 43 力 国の 中で 1位 に 選 ば

れ た。世 界 の 人 口 90％ が モ バ イ ル イ ン ターネ ッ トに

ア クセ ス で き る よ うに な り、行政サ
ービス も固定 ネ ッ

トか らモ バ イ ル へ 移 行 し て い る こ とか ら、国 連 は モ バ

イ ル 電 子 政 府 を 重 要 視 し て い る。そ の 先進 事例 と して

韓 国を 取 り上げて い る 。韓国 は 国連 に選 定 され た の

を き っ か け に、電 子 政府 の 仕組 み を海 外 の 政 府 機 関 に

輸 出 して い る。
　 行 政 情 報 を イ ン タ

ー
ネ ッ トか ら利用す る、行 政機 関

と の コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン を ネ ッ トで も で き る 環 境 が 既

に整 っ て い る こ と も、日韓 の ソ
ー

シ ャ ル イ ノ ベ ーシ ョ

ン の 差異に 影響を与 え る と考 え られ る 。 今 ま で の 電 子

政府 は行政の 効率 化、ペ ーパ ーレ ス で書 類 発 行 費用 の

節約 、と い っ た 点 に 焦 点 を 当 て て い た が 、ス マ
ートフ

ォ ン と電子 政府の 両方 を 活 用 す る こ とで、国 民 の 感情

的な部分ま で も読み 取れ る ス マ
ートガバ メ ン トに進化

す る と期 待 され て い る。
　 日本 は 2010年 9月 よ り、首相官邸 主 催 の 「電 子 行 政

に 関す るタ ス ク フ ォ
ース 」 を 開催 し、電 子 行 政 の 活 性

化 と国 民 IDを使 っ た 社会保 障 を議 論 して い る。

　 日韓 の 政府機関は、ソ
ー

シ ャ ル ネ ッ トワ
ー

ク サイ ト

を 公 共機関の 窓 口 の 一つ と し て 活 用 し て い る。こ の よ

うな 動 き は 、米 政 府 が 「オ
ープ ン ガ バ メ ン ト

8
」 と し

て 実践 して い る、  情報 の 積極的公 開（transparent），

  政 策 決 定 へ の 国 民 参 加（participatory），  組織 の 枠を

超 え た 協業 に よ る行 政 の 展 開（collaborative ）に 触 発 され

たもの で もあ り、世界各 国 で 起 きて い る 動きで もある。

s
　http：〃www ．whhehouse ．gov！epen
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　2011 年 3 月 ll 日 に 発 生 した 東 日本 大 震 災 で は 、音

声 通 話 が 不 通 と な る 中
9
、電 子 メ

ー
ル の 他 に ス マ

ー
ト

フ ォ ン か ら利用で きる メ ッ セ ージ を残 せ る ア プ リケ
ー

シ ョ ン が 安否確認 に 大 い に 役 立 っ た。ア プ リケー
シ ョ

ン の 中で も、140 字以 内で 意見 を書 き込 み コ ミ ュ ニ ケ

ーシ ョ ン す る 「Twitter」 が 情報 源 と して 大 活 躍 し た。
日本 の 首相官邸は 、震 災 関 連 情 報 を早 く広 く公 開す る

た め、英語 の Twitterloを始め た。政 府 機 関が、非常事

態 の 危 機管 理 コ ミ ュニ ケ
ー

シ ョ ン 手 段 と して 公 式 に

Twitterを活 用 す る よ うに な っ た
H
。こ れ を き っ か け に 、

日本 で は公 共機関の ソ
ー

シ ャ ル メ デ ィ ア 活 用 に 向けた

ガ イ ドライン 策定の 取組 み も始 ま っ た。
　韓国で も政府機 関 が 危 機 管 理 の た め に Twitterを利

用 し始 め て い る。2011 年 8 月 に ソ ウル 市内で 発 生 し

た 集中豪 雨 の 際に は、テ レ ビや新聞の ニ ュ
ー

ス よ りも

市民 らが Twitterに 書 き込 む 現 場 中継情報 の 方が 正 確

で 早か っ た。そ の た め ソ ウル 市 と ソ ウル 市災害安全対

策本部 は 公 式災害情報窓 口 と して Twitterを利用す る

よ うに な っ た
12
。

　2011 年 10 月 の ソ ウル 市 長 と 地域 補欠選 挙 で は

Twittcrで 「投 票 認証 」 が 流行 っ た。有名 人 を 中 心 に

投票 して き た と い う証 拠 写真 を撮 っ て Twitter で つ ぶ

や き、市長 選 挙 に 投票す る よ うつ ぶ や い た。これ が 投

票 率 を高 め る効果 を 生 ん だ。

　中 央 日報 の 報 道 に よ る と、Twitter上 の 投 票 認証 は

10 月 26 日午後 8時 時 点 で 2 万 6000 件 、投 票 率 を言 及

した つ ぶ や きは 7 万件、投票に 関す るつ ぶ や き は 40
万 件 に 達 した。平 日 に 行わ れ た 補欠選 挙 の 中 で は歴 代

最高投票 率 の 45．9％ を記 録 し た
13
。結果 と して 、ス マ

ー
トフ ォ ン の 主 な ユ

ーザー
で ある 20〜40 代 の 投 票 率

が 増加 し、こ の 世 代 が 支 持 す る 野 党の 候補が 当選 した 。

こ れ は 「Twitter選 挙 」 と も呼 ば れ た 。　 Twitter 選 挙 運

動を禁 止 す る の は 表 現の 自 由 を妨げ る として 、中 央選

挙管理 委員会 は ソーシ ャ ル ネ ッ トワ
ー

ク サ イ トを利 用

した 選挙運動を 2012 年 4 月 の 総 選 挙か ら全 面 開放 す

る こ とに した
14
。

9
総務省 『2011年度情報 通 信 白書』第 i部東 日本大震災 に お

ける情 報通 信 の 状 況

固 定通 信 の 場 合 は、NTT 東 日本 の 固定 電話 で 、加 入 電話 と

ISDN 合 わせ て 最大約 100万 回 線が 不 通 、　NTT 東 日本 ・

KDDI ・ソ フ トバ ン ク テ レ コ ム の 3社 で約 190 万 回線 が 不通

と なっ た。
tohttp

：〃twitter．comf ＃1／亅PN＿PMO
L1
首 相 官 邸 政 策 情報官邸発 2012 年 1月 16 日

http二〃www ．gov−

online ．gojp！pr！media ！radio！pjoho／text！tex20120116 ．html
12http

：／／tWitter、corn1＃1／seoulflood
T3
中央 日報 2011．10．27 『SOS 　 Tweet最 後 の 2 時 間投票 率

8．7％ 上 昇』

http：〃live．joinsmsn．com ／news ／artic置e／article．asp ？total＿id＝6518362
142011

　rp　12月 中央 選 挙管 理 委員会 の 公 職選 挙 法 運 用 基 準 が

改定 され 、イ ン タ
ー

ネ ッ トホーム ペ ージ、電子 メ
ール 、ソ

ーシ ャ ル ネ ソ トワ
ー

ク サ イ トを使 っ た 選 挙運 動は 選 挙 期 間

に 関係 な くい っ で も行 え る こ とに な っ た。選 挙 当 日の 選 挙

　韓 国 の 文 化体育観光部 は 、2011 年 よ り公 務員の ソ
ー

シ ャ ル メ デ ィ ア 利活 用 を評価 して 「ソーシ ャ ル ネ ッ

トワーク サ イ ト活用優秀公務員」 の 表 彰 を行 っ て い る。
全国 40 の 中央行政機関公 務員の 中か ら、国 民 との コ

ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン を 円滑に し て 社会的課 題 を解 決 す る

た め に ソーシ ャル ネ ッ トワ
ー

クサイ トを うま く活 用 し

て い るか ど うか を評価す る。文化体育観光 部 は、公 務

員 の ソ
ー

シ ャ ル ネ ッ トワ
ー

ク サ イ トの 利用 を積極的 に

推奨 し、一
方 的 な 政策 宣伝 で は なく、国 民 の 目線 に 合

わ せ た コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン を強化す る よ うに して い る 。

　 ソ ウル 市 の 場 合 は 、2012 年 3 月 よ り、　 「ソ ウル ソ

ー
シ ャ ル メデ ィ ア セ ン ター

」 の 運 営を始 め た。市長 の

Twitter、ソ ウル 市の Twitterと Facebookな ど 37 の ソ
ー

シ ャ ル メ デ ィ ア に 分散 し て い る 市民 の 声 を 1カ所 に 集

め て 効率的 に政策 に 反 映す る た め の 処 置 で あ る。公務

員 が 把握 し きれない 現 場 の 声 を、ス マ
ートフ ォ ン と ソ

ー
シ ャ ル メ デ ィ ア を使 っ て 、リア ル タイ ム で 市 民に補

完 して も ら うと い う体制 で もあ る。2012 年 1 月 よ り、
ソ ウル 市職員約 6 万 人全員 に ソ

ー
シ ャ ル メ デ ィ ア の

ID を 持 た せ る た め の 準 備 を して い る 。 市 の 職員 が

Twitterを使 っ て 市 民 と 自然 に コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン す

る こ とで、市民 の 意 見 を政策 に反映 し、多数 の ス テ
ー

ク ホ ル ダ
ー

の 話 を 聞 きな が ら社会的な課題を解決す る

ソ
ー

シ ャ ル イ ノ ベ ー
シ ョ ン を起 こ すの が 目的だ

15
。

　韓 国 の 通 信政策 を担 当す る省庁 の 放送通信委員会 は、
2010 年 8 月 よ り 「公 共 情報活 用 生 活密着型 ス マ

ー
ト

フ ォ ン ア プ リケ
ー

シ ョ ン 支援事業 」
且6
を始 め た 。公 共

情報を利用 して 国 民 生 活 を便利 にす るモ バ イル ア プ リ

ケ
ー

シ ョ ン の 開 発 費用 を支援 す る。支援を得て 、地 下

鉄忘れ物探 しア プ リ、障害者 向 け の バ リア フ リーマ ッ

プ、植物図鑑、国 語 辞 書、休 日病 院薬局検索ア プ リな

どが 支 援 され た 。一
般 企 業 や 個人 が 支援事業専用サイ

トに ア イ デ ア を登 録 し、審査 を経 て 選 ば れ る 仕組 み に

な っ て い る。

　総 務 省 の 『2011 年 情報通 信 白書』は、第 2 部の 特

集テー
マ を 「共 生 型 ネ ッ ト社会 の 実現に 向け て 」 と設

定 した 上 で 、ICT 利活用 に よ る ライ フ ス タ イ ル の 変化

に よ っ て 、ソ
ー

シ ャ ル ン ネ ッ トワーク サ イ トを 通 じた

コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン が増加 して お り、利 用 者 が 2000
万 人を超 え たと して い る。ICT が 単 な る情報 の 伝達 ・

入 手 の た め の 手 段 と し て 使 わ れ るだ け で な く、ICT の

カ で 、情報 の 発信や共 有 が容易 に な っ て 人 と人 が つ な

が り、絆 の 再 生、知 識
・
情報、思考 ・感情等 の 共 有、

現 実 社 会 の 不 安 解 消、問 題 解決 に つ な が っ て い る と分

運 動 は禁止 され て い る が、イ ン ターネ ソ トホ ーム ペ ージ と

ソ ー
シ ャ ル ネ ッ トワ

ー
ク を 利用 した 選 挙運動は 選 挙 当 日 も

合法 に な っ た。費用が か か るイ ン ターネ ッ ト広告 は 例外で

あ る。
Is
毎 日経 済新聞 2012、L 　 8 「ス ピ

ー
ド出す市長 式 ソ ーシ ャ ル

　イ ノ ベ ーシ ョ ン 」

　http；〃news ．mk ．co．kr！v3 ／view ．php？year＝2012＆ no ＝18569＆slD ＝

　30016
公 共 情 報活 用生活密着 型ス マ

ー
トフ ォ ン ア プ リケ

ー
シ ョ ン

　支援事業 　http：〃www ．publicinfo．or、krI
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析 した
17

。

　しか し 日本で は 東 日本大震災以降、ソー
シ ャ ル ネ ッ

トワ
ークサ イ トが き っ か け となっ て 社会 の 制 度 が 変 わ

っ た、社会問題 が解 決 した 、政府機 関の 業務 方 式 が 変

わっ た とい っ た 大 きな 変革 は なか っ た。

　韓国で は、政府機関が ソーシ ャ ル ネ ッ トワ
ークサ イ

トを活用 し て 国民 の 生 活 満 足 度 を高 め よ うとす る
一

方

で 、ソ
ー

シ ャ ル ネ ッ トワークサイ トの 影響力 を恐れ て

規制 し た が る側面 も見せ て い る。2011 年 12 月、放 送

通 信審議委員会 は 「ニ ュ
ー

メ デ ィ ア 情報審議チーム 」

を新設 した。審議委員会 は、ソ
ー

シ ャ ル ネ ッ トワ
ーク

サ イ トは私的空間で あ り公 的 空 間 で も あ る と判断 し、

書 き込 まれ る 内 容 を審議 し、問 題 と判 断 され た 書き込

み は 本人 に通報 して 自ら削除す る よ うに して い る
且8
。

　行政機関だけで なく、ユ
ーザーも韓 国 の 方が ソ

ー
シ

ャ ル ネ ッ ト ワ
ー

ク サ イ トを積極 的 に利 用 し て い る。日

本 の 2011 年情報通信 白書 と韓 国 の 2011年モ バ イ ル イ

ン タ
ー

ネ ッ ト利用実態調査 を比 較 し て み る と、モ バ イ

ル 端末 か らの 利 用 率 が、ソ
ーシ ャ ル ネ ッ トワ

ー
キ ン グ

サ
ー

ビ ス の 利用は 日本 4．8％ に 対 して 韓国は 45％、マ

イ ク ロ ブ ロ グの 閲覧 ・投稿 は 日本 33％に 対 し て 韓国

は 27 ％ と、韓国の 利用率が 日本 よ りも 10 倍 近 く多い。

4 ．ス マ ー トフ ォ ン 普 及 後の イ ノ ベ ーシ ョ ン政

　策変化

　韓国も 日本 もス マ
ートフ ォ ン が 発 売 され た 2008年 〜

2009年 を境 に、イ ン フ ラ構築の 情報化政策 か ら、ICT

を活用 して 社会的課 題 を解決す る 情報化 へ 移行 して い

る。世界 の ICT利 活 用 は 固 定通 信 か らモ バ イ ル へ 移 行

し て い る こ と をふ ま え る と、社会 の 課題 を解決す るの

も、ス マ
ートフ ォ ン が 重 要 な役割を果たす可能性 が あ

る と考 え られ る。
　2009年新 し い 情報 化 政策 と し て、日本 は 「ス マ

ー

ト ・ユ ビキ タス ネ ッ ト社会実現 戦略」 を、韓国は 「ス

マ
ート コ リア 推 進 戦 略 」 を発 表 し た。

　 日韓 の 情報化政策 は 、ス マ
ートフ ォ ン とモ バ イ ル イ

ン ターネ ッ トを使 っ て 生活をよ り便利 にす る 「ス マ
ー

ト社 会 」 を 目指す とい う共通 点 を 持 っ て い る。ス マ
ー

ト社会 を構築す るための 課題 と して 、ス マ
ートガバ メ

ン トや ス マ
ートラーニ ン グ、ス マ

ートヘ ル ス ケ ア とい

っ た行 政 サービ ス の ス マ
ー

ト化 に カ を入 れ て い る の も

同 じ で あ る 。

　日韓情報化政策 の 共通点 は 以下の 点で あ る 。

　− 　ICT の 利 活 用 で 社会 の 課 題 を解決 し、国 民 の 生

活 を よ り便利 にす る。
　一　国 民 中心 の 、国民 が参画、情報 を共 有す る イ ン

17
総務省 『2011 年 情報 通 信 白書』第 2 部特集 　共 生 型 ネ ッ

ト社 会の 実現 に 向 けて　第 3 章 「共生型 ネ ッ ト社会」 の 実

現 が もた らす可 能性 　2 ソ ーシ ャ ル メデ ィ アへの 期 待

18CBS
ラ ジオ 201L12 ．2 放送通信審 議委員会 通 信 審議 室長 バ

ク
・

ス ン フ ァ イン タ ビ ュ
ー

http：〃www ．cbs．co．krfradia！Pgrnfboard．asp ？pn＝read ＆skey ＝＆sva1＝

＆anum ・・11507＆vnum ＝2367 ＆bgrp＝6＆ page＝＆ bcd＝007CO59C＆p

gm＝1378＆ mcd ＝BOARD1

ターラ クテ ィ ブな行政を実現す る。

　　一　よ り安全 で 速度の 速い モ バ イ ル イ ン タ
ー

ネ ッ

ト環壌 を構築 し、ク ラ ウ ドサ
ー

ビ ス を活用す る。

　　 − 　ICT と他 産 業 の 融合 に よ っ て 新 しい サ
ービ ス

が 始ま る よ う、エ コ シ ス テ ム を考 え た 公 正 競争環境 を

整 え る。
　　一　グロ

ーバ ル 競争力 を強 化 す る。

　　一　オープ ン 、共 有、参 加 す る ソーシ ャ ル イ ノ ベ

ーシ ョ ン を 目指す。
　日本と韓国の 情報化政策 に は反 映 され て い ない 、こ

れ か らス マ
ー

トフ ォ ン と ソ
ーシ ャル イ ノベ ーシ ョ ン を

よ り有効 なも の に し て い く た め、政策的 に補 うべ き点

は以 下 の 通 りで ある。
　　一　ネ ッ トワ

ー
ク 中立 性 と通信事業者 の 爆発 的 な

トラ フ ィ ッ ク負担 を 折衷す る。どん な サービ ス に もア

クセ ス で き る よ うに す るネ ッ トワ
ーク 中立 性 を 守 り な

が ら も 、 ア プ リケ
ー

シ ョ ン 会社 が移動通 信 事 業 者 の ネ

ッ トワーク に負荷をか ける Free　Ride問 題 を解決 で きる

よ う折衷 で きる 政策が 必要 と され て い る 。

　　一　 ソ
ー

シ ャ ル イ ノベ ー
シ ョ ン を よ り有効 な も の

にす る た め に は、ソ
ー

シ ャ ル ネ ッ トワ
ーク サ イ ト、行

政 サ イ トに集 ま る意 見を分析す るた め の Bigdata処 理

と シ ミ ュ レ ーシ ョ ン が 必 要 で あ る。ライ フ ロ グ と言 わ

れ る、ユ ーザーが ネ ッ ト上 で 何 を し た か とい う行動を

記 録 して分析 し、最適な情報 を 提供す るサ ービ ス も企

画 され て い る。ク ラ ウ ドサ
ービ ス を利用 す る こ とで 、

情 報 を効 率 よ く集 め 管理 す る こ とは で き る が、そ こ に

集 ま っ た 国 民 の 声を瞬時 に 分析 して 政策 と して 活 か せ

る技術 が 必 要 で あ る。
　　一　ソーシ ャ ル イ ノ ベ ー

シ ョ ン は 国 民 だ け で な く、

公 務員 の 参加 も重要 で ある。韓国は 公 務員 の ソーシ ャ

ル ネ ッ トワークサ イ ト利用を積極的 に推奨 して い る が 、

日本 は個 人 情報 保 護、情報漏 え い を 問題 に して 積極的

で ない 。
　　一　国 民

一
人 ひ と り に 合わ せ た 的 確 な 行 政 情報 を

利 用 す る た め に は 個人 情 報 が 必 要 で あ る。韓国で は 、

国民ID で あ る 住 民 登 録 番 号 に よ る本 人 確認制度 が 行

われ て い るが、人 を番号で 識 別 す る と顧 客管理 が 楽 に

な る の で 、行政以 外 の 場 面 で も広 く使われ る ように な

っ た。そ の せ い で 、情報流出事 件が 何 度 もあっ た。ソ

ーシ ャ ル メ デ ィ ア は 匿名 で 利 用 で き る た め、匿 名 に よ

る 問題 もあ る。個人 情報保 護 と匿 名 性 に よ る問題を折

衷 で き る政策が 必要 で あ る 。

　　一　韓国は 経済活性化 と行 政 サ ービ ス の 効率向上

の 両 方を 狙 っ て 、ス マ
ート コ リア 推進戦略 と して ス マ

ー
トフ ォ ン の 普及 に力 を 入 れ て い る。日本は ス マ

ート

フ ォ ン 普及その もの に は 焦 点 を 当て て い ない 。端末 が

普及 し ない とイ ノ ベ ー
シ ョ ン の き っ か けも始ま らない。

　 「ス マ
ー ト・

ユ ビ キ タ ス ネ ッ ト社会実現戦略 」 や

「ス マ
ートコ リア 推進 戦 略 」 が 目指す べ き 点は 、広 く

考 え て 「イ ノ ベ ー
シ ョ ン の 連鎖反 応 」 を起 こ せ る場 を

作 る こ とで あ る。こ れ か らの 情報化政策は、通信事業

者 で は な くプ ラ ッ トフ ォ
ー

ム 事業者 に 焦 点 を 当て る よ

う に な る。Youtube 、　 Facebook、　 Twitterな どは 他 の サ

ービ ス と コ ラ ボ レ
ー

シ ョ ン して 新 しい 付加 価値 を作 り
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出す プ ラ ッ トフ ォ
ー

ム に な っ て い る。 ネ ッ トワ
ー

ク、
端末 、ア プ リケ

ー
シ ョ ン 、セ キ ュ リテ ィ な ど個別 に 分

け な い 、プ ラ ッ トフ ォ
ー

ム とス マ
ートフ ォ ン を 取 り囲

む 「エ コ シ ス テ ム 」 と し て 政 策 を樹 立 す べ きで あ る。
モ バ イ ル サー

ビ ス の エ コ シ ス テ ム と他 産 業 の エ コ シ ス

テ ム が 融合 し て 新 し い サ
ー

ビ ス プ ラ ッ トフ ォ
ー

ム を生

み 出す市場状況 を踏 ま え 、 総合的 な政策 を樹 立 し ない

と い けない 。

　行政 の オ
ープ ン イ ノベ ー

シ ョ ン の た め に 必要なの は、
ス マ

ー
トフ ォ ン を取 り囲む エ コ シ ス テ ム を把握す る こ

と で あ る。エ コ シ ス テ ム を把 握す る こ と で 、国 民、行

政、企業な ど、全員 が利 益 を 得 られ 、ソ
ー

シ ャ ル イ ノ

ベ ー
シ ョ ン は ま す ます 活 性 化 され る と考 え られ る。情

報化政策 で は 、ヘ ル ス ケ ア 、ス マ
ートラ

ー
ニ ン グ と い

っ た 重点課題 へ の 個別 支援 よ りも、そ れぞれが エ コ シ

ス テ ム を形成 で き る よ うに し、エ コ シ ス テ ム の 中で イ

ノ ベ ー
シ ョ ン が 続 く よ うに しな い とい け ない 。

5 ．結論と今後の課題

　 ス マ
ー

トフ ォ ン は 国 民 生 活 や 企 業活動を支 え る社会

的基 盤 に な りつ つ あ る。日韓 政 府 が 課題 に して い る

「ス マ
ー

ト社会」 も現 実 に な りつ つ あ る。ス マ
ー

トフ

ォ ン 普及 に よ る 変化 を、日本 は 国民の 生 活 の 変化、社

会の 変化を身 の 回 りの 課 題解決 を 優 先す る 「ラ イ フ イ

ノ ベ ー
シ ョ ン 」 と して と らえ、韓国は 行政 と社会 の 改

善 と同 時 に 経済 成 長 へ っ な げ る （ソ
ー

シ ャ ル メ デ ィ ア

を媒介 した コ マ
ー

ス 、ゲーム な ど新 しい ビ ジネ ス の 派

生に よ る経済的利 益 ） た め の 「ソ
ー

シ ャ ル イ ノベ ー
シ

ョ ン 」 と し て と ら えて い る と分析 で きる。
　韓国で は モ バ イ ル イ ン ターネ ッ トを 自由 に 使 え、国

民 ID を 使 っ た本 人 確認 が い らな い とい うこ とか ら、
ス マ

ー
トフ ォ ン か ら ソ

ー
シ ャ ル メ デ ィ ア で 活 発 に 情報

と意見 を交換 して い る。そ の 結果、ス マ
ー

トフ ォ ン と

ソー
シ ャ ル メデ ィ ア は、イ ン パ ク トの あ る ソーシ ャ ル

イ ノ ベ ー
シ ョ ン を起 こ す プ ラ ッ トフ ォ

ーム と し て 認識

され る よ うに なっ た。

　 日 本 は 1999 年以 降、モ バ イ ル イ ン ター
ネ ッ トが 広

く使 わ れ て い た。韓国 の よ うに、ス マ
ートフ ォ ン に よ

っ て イ ン ター
ネ ッ ト利用 環 境 が劇 的に 変 っ た わ け で は

な い の で 、ス マ
ー

トフ ォ ン の 影 響 力 は 韓 国 ほ どで は な

い 。そ の た め ス マ
ートフ ォ ン 普及 以 降の 社 会 の 変化 よ

りは、全 般 的 な ICT 技術の 発展 に よ る生活 の 変化 に

着 目 して い る。

　本 稿 の 比 較分析 か ら、ス マ
ー

トフ ォ ン 普及 差 は、情

報 化 の 差 に つ な が り、イ ノ ベ ー
シ ョ ン の 差 につ な が る

こ とが 見 えて きた。ス マ
ー

トフ ォ ン の 普及 促 進 の た め

に必 要 な 情 報 化政 策 は 通 信事業者 の た め の 政 策 で は な

く、利 用 者 中心 の 政 策 に 変 ら な ければ な らない 。通信

で は な く、ス マ
ートフ ォ ン と ソ

ー
シ ャ ル メ デ ィ ア を含

む エ コ シ ス テ ム が 重 要 で あ る。ス マ
ー

トフ ォ ン を 使 っ

て サ
ー

ビ ス を提 供 す る補完財 を増や こ とで 底辺 が広 が

り、ソーシ ャ ル イ ノベ ー
シ ョ ン を 起 こ して 行政 を 改善

し なが ら、同 時 に ス マ
ートフ ォ ン 周辺 産業が 大 き くな

る こ とで 経済的発展 も得られ る。
今 後 も こ の 分野 で の 持続的な事例分 析 を 続 け、政 策 発

展 に役 立 て た い。
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